
【機密性2】

国家公務員宿舎への入居について

最高裁判所事務総局経理局総務課公務員宿舎係

採用される裁判所（以下「採用庁」という｡）で勤務するに当たって、宿舎の貸与を希望さ

れる方は、別添の「宿舎関係手続チャート」（｢宿舎貸与希望の回答から入居までの流れ（概

要)」もご覧＜ださい｡）に従って、貸与申請をしていただくことになります。

採用庁への言任日に宿舎に入居できるようにするためには、採用内定日の翌日までに貸与

希望の有無を回答いただく必要があります。

宿舎の貸与を希望する可能性のある方は、下記の注意事項及び国家公務員宿舎について記

載した別添「国家公務員宿舎について」も御一読いただき、宿舎の貸与を希望するかどうか

御検討ください。

記

＜入居を希望する場合の注意事項＞

宿舎は、宿舎の空き状況、被貸与者の職務の級（貸与できる部屋の広さが変わる)、執務

への影響、通勤時間、生活上配盧すべき事情の有無等を総合的に判断して部屋を割り当て

られています。宿舎希望調査表提出後は、宿舎事務担当者にて、財務省（財務局）との調

入居宿舎割当後に、入居希望を撤回すること整や各種事務を進めておりますので、原則、

はお控えください。



機密性2 宿舎関係手続チャート

4月15日（水）

4月16日（木）

11時まで【回答期限】

Formsで宿舎希望調査に

回答

（最高裁人事局任用課から採用内

定及び採用地の通知後）

･宿舎関ｲ系データー式をメール送信

宿舎への入居を

希望しない場合

↓ 、
ノ

宿舎への入居を

希望する場合

↓
Formsで宿舎希望調査に回答 4月16日（木）

1時まで【回答期限】1

’

↓ 入居予定宿舎や管理人の連絡先が判明

します。
宿舎事務担当者又は採用（最高裁経理局宿舎事務担

庁事務担当者からメール送信）

･宿舎貸与申請＝書式等

宿舎貸与承言刃 受領するまでは管1

人に連絡を取らないでください。

（木）までに4月23日

↓
L（最高裁経理局宿舎事務担当者又は採用庁

事務担当者にメール提出）

･宿舎貸与申請害

4月27日（月）までに

【提出期限】

ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ
ｊ
Ｌ

（最高裁経理局宿舎事務担当者又は採用庁

事務担当者からメール送信） 5

.宿舎貸与承認言 （遅くとも

月8日（金）までに

､5月13日（水）までに）

↓
（合同宿舎の場合）

管理人と鍵の授受及び引越荷物の搬入日時に

ついて調整する。

（省庁別宿舎の場合）

採用庁事務担当者と鍵の授受について調整する。

１
１
▼

宿舎貸与承認＝記載の入居日から10日以内に

入居



宿舎貸与希望の回答から入居までの流れ（概要）

’犀
<4月中旬頃> "“舎貸与 の有無

竺口

宿舎貸与希望の有無を回答｡w<4月
弓華弓華

、

．【最高裁人事局任用課】より【内定者_(全員L】に対して内定及び採用地の通知
とともに宿舎希望の有無を照会

．【内定者_(全員L】は宿舎員与希望の有無を翌日までに回答（※）

ノ

｜

’

､這壹貸与申請書類の提出く4月下旬頃》錫熟物|”鋼
“｜

【所属官署の事務担当者】より【内定者(宿舎希望者)】に対して貸与される宿、
舎が記載された宿舎貸与申請書類を送付

【内定者（宿舎希望者）】は速やかに入居日等の必要事項を記載の上、指定され
た送付先に宿舎員与申請書類を提出（期限厳守※）

（注） 入居日を予め管理人と調整しておく必要のある宿舎もあります。
また、入居日は管理人の勤務日とすることなどの注意事項がありますの

② 宿舎貸与申
／

●

また、入居日は管理人の勤務日とすることなどの注意事嗅7

、事務担当者から送付される書類をよく確認してください‘で

ノ

’承認書の交付<5月上旬頃〉⑧ 宿舎貸与
’

l
L

．【所属官署の事務担当者】は速やかに貸与申請手続を行い、宿舎の維持管理機関の
承認後、【内定者（宿舎希望者）】に対して宿舎員与承認＝を交付

｜I
｜

’④ 鍵の受渡 し 罰豈

’ 1‘蝉5 ．篭“：雲

【内定者（宿舎希望者）】は管理人等に事前連絡し、鍵の受渡日時を調整

(注） 鍵の受渡しは、宿舎貸与承認薑に記載の入居日以降の日時になります。

(注） 鍵の受渡方法が異なる宿舎もあるので、事務担当者から送付される書

類をよく確認してください。

(注） 管理人へ連絡できる時期（宿舎貸与承認後でなければならない等）につ

いて、事務担当者から送付される書類をよく確認してください。

鋤 ｿ 弥巽

1
／

弓

ノ、

⑤ 引越し荷物の搬入し荷
君.． 雫冬 遜 露 子；鴬 . 融浜 芭 羅予廿時 卜謬 雪,‘ ｛ 毛I ．

【内定者（宿舎希望者）】は宿舎貸与承認害記載の入居日から10日以内に入居

(注） 管理人等と鍵の受渡日時を調整する際に、引越荷物の搬入日時も連絡して

ください。

ｒ
‐‐‐１ｔ楚

q]

－－~、／

※ ①及び②は非常にタイトな回答・提出期限となっています。これは【内定者（宿舎希望
者）】が遅くとも採用地の裁判所に薑任される日には宿舎に入居できるように、それまでに宿

舎の貸与に必要な様々な手続を終えるためですので、御理解と御協力をお願いします。

①又は②の回答・提出期限に遅れた場合は、薑任日に宿舎に入居できないこともあります。
、 ノ



【機密性2】

国家公務員宿舎について

最高裁判所事務総局経理局

総務課公務員宿舎係

'1はじめに｜

宿舎は、「国家公務員等の職務の能率的な遂行を確保し、もって国等の事務及び事業の円滑な運

営に資すること」を目的に貸与されるものです（国家公務員宿舎法1条）。以下に入居者の義務や

注意事項及び参考となる情報を記載しておりますのでご確認ください。

2入居者の義務等について’

(1) 入居者の義務

貸与条件として、次のとおりの義務が定められています。①善管注意義務、②転貸の禁止、

⑧居住の用以外の用に供することの禁止、④改造、模様替その他の工事を無承認で行うこと

の禁止、⑤滅失、損瘍、汚損の場合の原状回復又は損害賠償義務、⑥その他（軽微な損瘍等

の修繕義務、明渡し期限を守る義務、入居期限を守る義務、明渡し日の届出等の義務、宿舎

の調査受忍義務、使用上の指示を守る義務等。）

(2) 消防設備点検の立会いについて

宿舎では、民間の共同住宅と同様、消防法に基づき年2回、消防設備点検を実施していま

す（居室内は入居者の立会いが必要）。この点検は、火災から生命・財産を守るために不可

欠なものですので、案内があった際には、執務を調整するなどして必ず立ち会っていただく

ようお願いします。

(3) 火災により生じる損害について

○ 宿舎（建物）に生じる損害：故意又は重過失による火災を除き、入居者は、滅失・損

｜舅・汚損について原状回復義務又は損害賠償義務を負いません（国家公務員宿舎法16条

3項ただし書き）。

○ 家財等に生じる損害：重過失による失火を除き、入居者は、それを原因とする被害につ

いて損害賠償責任を負いません。また、隣戸からの延焼によって入居者自身の家財等が損

害を受けた場合でも、出火元の過失が軽過失にとどまる場合は損害賠|賞請求することはで

きません（失火責任法）。

'3省庁別宿舎と合同宿舎について

宿舎は、その維持管理の主体により、「省庁別宿舎」と「合同宿舎」に分けられます。

省庁別宿舎とは、裁判所が維持管理等を行っている宿舎であり、原則として、裁判所職員の

みが入居しています。

それに対して、合同宿舎とは、財務省の地方機関である財務局や財務事務所が維持管理等を

行っており、裁判所職員のほかに､･他省庁の職員も入居しています。

｜
’

合同宿舎

財務局又は財務事務所

省庁別宿舎

裁判所維持管理の主体

裁判所職員のほかに、

他省庁の職員も入居

原則として、

裁判所職員のみが入居
入居者

'4建物の概要｜

（1）間取りや築年数

間取りは、1RTb1Kから4DKまでと様ﾉﾏです。また、築年数も様々で、間取りや設備

が古い仕様であるところもあります。

（2） 入居できる宿舎の広さ

宿舎は30㎡未満(a規格）から80m以上(e規格）までの以下の5つの規格に分かれ

1



【機密性2】

ており、職員の等級等によって入居できる宿舎の規格が決まります（新任判事補の場合は、
原則b又はc規格）。

延べ面積

30㎡未満

30㎡以上55㎡未満

'55㎡以上70ni未満

匿
延べ面積

70㎡以上80nｲ未満

80rri以上

雑
ａ
ｂ
Ｃ

(3) 設備について

設備に関しては、リノベーションの有無や築年数によって差があります。古い建物になる
と、和室S室とダイニングキッチンの3DKであったり、近年は減っているものの、－部バ
ランス釜を採用している宿舎も存在します。その一方で、宿舎での防犯対策、居住性の向上
や地球温暖化対策の一環としてそれらに対応した新しい設備を設置している宿舎もあります

（オートロックシステム、防犯ガラス、24時間換気システム等）。

なお、原則として、各室にガスコンロ、カーテン、照明器具やエアコン等は設置されてお
らず、インターネット環境についても、基本的に、各戸までの光回線等の環境は整備されて

いません。また、食器洗い乾燥機や温水洗浄便座等の設置のために工事を行うなど原状に変
更を加える場合には、維持管理の主体である裁判所、財務局又は財務事務所（以下「維持管
理機関」という。）の承認を受ける必要があります。

'5宿舎使用料等について

(1) 宿舎使用料

宿舎の使用料は、その標準的な建設費用の償却額、修繕費、地代及び火災保険料に相当す

る金額を基礎とし、かつ、立地条件、経過年数等の具体的居住条件等を者盧して各宿舎につ
きその維持管理機関が定めることになっています。

なお、現在の宿舎使用料の水準は概ね以下のとおりです。

○ 宿舎使用料(c規格(5 5n'1以上70rYf未満))
築26年

(宿舎全体の平均）
新築～15年

約 60, 000円東京都23区の場合

地方部の場合

約 45, 000円

L 約 19, 000円約 31, 000円’

○ 駐車場使用料（平面駐車場）

約1 5, 400円’|東京都23区の場合

’|地方部の場合 約 4, 000円’ －

(2) その他の費用

宿舎によって違いはありますが、多くの宿舎では自治会が組織されており、宿舎使用料と
益費の支払も生じは別に、

なお、

◎

なお、敷金や礼金、仲介手数料等はかかりません。

ただし、宿舎を退去する際には、宿舎の損|舅又は汚損の||多復の目的から必要最小限度の範
囲内で、原状回復及び軽微修繕を行う必要がある場合もあります。

'6最復'。
宿舎の貸与手続に当たっては、宿舎貸与申請書の提出等、速やかな対応をお願いすることに

なりますので、ご理解とご協力をお願いします。
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